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時代を先読みし、中小企業が先
端を行くために、マクロ動向の把握を目
的に促進事業に応募。今後は地域の
信金、地方銀行や自治体も含め共通
価値を創造していきたい。

お客様の社会的課題解決が根源的な目的
協同組織金融機関である当庫の本源的な目的
は社会的課題の解決にあります。社会的課題は
時代と共に変わりますが、人口減少、第四次産
業革命、超高齢化の3つを長期経営ビジョンや中
期経営計画に盛り込んでいます。そうした中で、ポ
ストコロナ時代を見据え、脱炭素化問題にも取り
組んでおります。

時代の先読みのため促進事業への応募
水島地区は「炭素のかたまり」ともいえる地域であ
り、脱炭素化により大きな影響を受けると想定され
ます。特に中小企業は、サプライチェーンから外され
たり、金融機関の貸し出しに影響が出る可能性が
あります。また、若手世代の環境問題に対する価
値観が変化しており、環境問題に後ろ向きな企業
は雇用確保にも影響が出る可能性があります。そ
の一方、中小企業はマクロ的な動向を把握できて
いないというのが現状です。
時代の変化は止められないため、時代を先読みし、
対応していくことが重要です。まずはマクロ的な動
向と対応の必要性を中小企業に伝えていくことが
必要と考えており、そのための基礎調査として、本
事業への申し込みを決定いたしました。

脱炭素による影響分析の実施を通じて影響を受け
る業態を把握
取り組みの目的であったマクロ動向の把握に沿う事
業であり、脱炭素化による水島地区の中小企業へ
の影響を把握することができました。また、本事業を
通じて職員の意識向上にも繋がりました。
脱炭素化に向けては、2つの観点でDXが重要と考
えております。一つはCO2排出量の把握を含め脱炭
素化に向けてのイノベーションに関する観点、もう一つ
は脱炭素化によって生ずるコスト増加の影響を吸収
するための効率化施策の観点です。コスト増加に関
する分析まで詳細に実施できず、その点は残念でし
た。

今後は金融機関や自治体と共通認識を培うほか、
お取引先への啓発を推進
脱炭素化の問題をシェアし、共通価値を創造するこ
とが重要です。お取引先はもとより、岡山県内のコン
ソーシアムや、高梁川流域の信用金庫、他に地方
銀行や自治体とも、共通価値を創造していきたいと
考えております。
また、お取引先と協同で経営研究会を実施しており、
環境省と連携しながら講演等を通じた若手経営者
への啓発を行う予定でございます。

アプローチ別経営陣向けサマリー｜ ３. 経営者に求められる事項 実務者向けサマリー

Ⅳ. 詳細事例 p.127



カーボンニュートラルに向けた水島地区の2次産業の持続可能性の

検討と支援体制構築に向けた研究 -事例2- 玉島信用金庫

目的・
概要

• カーボンニュートラルの影響が大きい水島地区の2次産業について、大手企業のマクロ情報を参照しつつどのような
影響が生じるかを分析して持続可能性を検討する。

• あわせて、各業態が取るべきアクションについてプランや支援体制を構築するとともに、外部連携において地域金
融機関として果たすべき役割を検討する。

POINT 1

産業構造の

把握

 地域の産業構造を把握し、分析の対象とすべき地域経済への影響が
大きく、脱炭素への移行の影響が大きいと想定される産業として、石
油・化学、鉄鋼、自動車を特定。

 水島地区では特定した産業が集積をしており、その要因を地域資源
（自然資源、社会資本、中心企業、地理資源）に着目し、理解す
ることで、分析後の支援策の検討時における参考情報として活用。
→p.130~131

POINT 2

地域全体への

影響分析

 社会経済の脱炭素への移行による対象産業への影響だけでなく、地域
全体の影響を定量的、定性的に分析。

 分析では、楽観シナリオ、悲観シナリオを設定し、それぞれの影響を把握
するとともに、各シナリオにおいて大きな影響（リスク・機会）があると想
定されるセグメントを特定。
→p.132~136

POINT 3

自治体との連携を

見据えた支援策の

検討

 分析結果を踏まえ、脱炭素への移行による地域経済への負の影響を少
なくし、正の影響を大きくしていくための支援策を検討。

 その際、取引先レベルでの取組だけでなく、地域全体での取組にも着目
することで自治体との連携を見据えた検討を実施。
→p.137~139

対応する経営層インタビュー ・・・p.29

カーボンニュートラルは産業構造を大きく変え
る可能性があります。地域において、そのマイ
ナスの影響が最も顕著に発現するのは工場
閉鎖でしょう。GHG多排出産業が集積する
水島地区は、誤解を恐れずにいうと爆弾を
何発も抱えています。

しかし、逆の見方をすれば、頂点企業が勝ち
組として残れば大きな機会に繋がるということ
です。サプライヤーを取引先に持つ地域金融
機関も、こうした総力戦に参戦する覚悟が
求められます。

～促進事業委員



実践ガイドにおけるアプローチと実践内容の対応として蓄積

アプローチ
1

アプローチ
2

アプローチ
3

産業構造の分析に
基づく主要産業の特定

水島地区の製造品
出荷額とCO2排出量
から主要産業を特定

→p.65
→p.129

地域への影響分析
不確実性の高い事象
の分析を行うために
シナリオを設定し
影響経路を分析

→p.71
→p.133~134

ステークホルダーとの連携

地域課題解決については
多様なステークホルダーとの

連携にて実施を想定
→p.60,80
→p.139

セグメント別・
企業別影響分析

セグメントに分類し、
ミクロでリスクと機会を特定

→p.74~75
→p.135~136

支援策の検討
個別企業と地域課題
に対するアクションプラン

を検討

→p.77~80
→p.137~138

対話の実施
対話ツールを用いて
個別企業への対話を

実施予定

外部環境評価による
重点課題の特定
PESTの観点で外部

環境を整理し、産業の
中長期動向を把握

→p.66
→p. 131

【ページ数凡例】黒字：Ⅲ．アプローチ別の実践内容 ページ、 緑字：Ⅳ．詳細事例 ページ
※上記実施事項の手順は本事例の手順を示したものであり、取組の内容によって変わるため順序を限定するものではない



 地域の産業構造を把握し、地域経済への影響が大きくかつ、脱炭素への移行において影響が大きいと想定される産業
を把握する。

 地域経済への影響の大きな産業は、出荷額や従業員数を指標として特定。また、脱炭素への移行の影響が大きいと想
定される産業は、CO2の排出量により特定。結果として、鉄鋼・化学・自動車産業を対象産業として特定した。

産業構造の分析に基づく主要産業の特定
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輸送用機械器具製造業
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化学工業

食料品製造業

プラスチック製品製造業（別掲を除く）

その他

水島地区の製造業における構造

石油・鉄鋼・化学・輸送機械で86％

石油・鉄鋼・化学・輸送機械で80％
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業務その他
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40%

15%

12%
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鉄鋼

非製造業

化学工業

機械製造業

その他製造業

窯業・土石業

パルプ・紙・紙加工業

食品・飲料

日本のCO2排出量 産業部門におけるCO2排出量

地域の観点 テーマの観点 脱炭素への移行の影響が大きいCO2多排出産業の特定

対応するアプローチ：２ 主要産業の特定・・・p.65



産業集積地の構造把握

 主要産業とともに、水島地区の特徴である石油・化学、鉄鋼、自動車関連産業に関する企業が集積をする要因につい
ても整理をする。

 産業集積の要因を理解する目的は、その地域の強みとなりうる地域資源を把握し、その価値を理解することである。
 また、中長期的な外部環境の変化において産業集積の要素が変化した場合に及ぶ影響の検討や変化への対応策

の検討に活かすことである。

産業集積

中心企業

地理資源
（首都圏と距離等）

自然資源
（気候・河川等）

社会資本
（インフラ・制度等）

中心企業

地理資源
（首都圏と距離等）

社会資本
（インフラ・制度等）

自然資源
（気候・河川等）

 各産業における大手企業

 中四国・九州の結節点
 臨海

 安定した海域

 港湾施設
 JR山陽本線との連携

一般的な産業集積の要素 水島地区における産業集積の要因

対応するアプローチ：２ 主要産業の特定・・・本事例における実施事項



 地域への影響分析では、地域にもたらす影響を把握する目的から、まず外部環境評価を実施する。
 外部環境評価は、世界観を策定するに当たり、主要産業が影響を受けると想定される外部環境の変化を把握するこ

とが目的である。地区外部に関してはPESTの観点、地区内部に関しては大手企業の動向から外部要因の影響を把
握した。

外部環境評価による重点課題の特定

P:政策・規制動向
（国際・国内レベル）

• カーボンプライシングなどの国際的な動向、
日本の政策

• 世界銀行のカーボンプライシングに関する
ウェブサイト

• 各省庁のウェブサイト

T:技術動向
• 鉄鋼や自動車、工作機械関連の国際的

な/日本における技術動向
• IEA等の国際的なシナリオ
• GI基金、グリーン成長戦略等

E, S:市場・需要動向
• 自動車など、最終製品分野の需要動向

を整理する
• 各種業界レポート
• 政府統計等のマクロデータ

大手企業動向
• JFE、三菱自動車など、VC上で影響力が

大きいと考えられる企業の動向を把握する
• 企業公開情報
• 企業担当者へのヒアリング

P:政策・規制動向
（倉敷市レベル）

• 倉敷市としての産業政策の考え方、脱炭
素に向けた支援の進め方の仮説などに向
けた連携

• 各種公開情報
• 市との意見交換（実施済み）

確認事項 確認方法・参照先

水
島
地
区
外
部

水
島
地
区

内
部

外部評価の内容

対応するアプローチ：２ 重点課題の特定・・・p.66



主要産業や関連産業の増加による人口の維持・関連サービス（金融・小売りなど）の発展

地
域
関
連
産
業

化学・製造・プラ製品
石油化学製品を利用する

製造業の増加

リサイクル業者
スクラップ・廃プラ廃ゴムの

回収の増加

サプライヤー
EV向け部品の

需要増

金属製品・各種機械
鉄鋼を用いた製造業

の増加

電力・水素
主要産業の燃料転換による
電力や水素の消費量増加

外
部
要
因

政策

• カーボンプライシング等

自然

• 海面上昇/高潮等

技術

• 再エネ/EV/水素/

CCUS等

市場

• サプライチェーンの

情報開示・脱炭素圧力

需要動向

• 脱炭素指向

• ESG投資の高まり

 特定した重点課題を基に、中長期的な地域経済の影響を把握することを目的に、地域の主要産業が衰退することを
仮定した悲観シナリオと現状維持・強化されることを仮定した楽観シナリオを設定。

 シナリオ検討の際は、不確実性の観点から悲観シナリオと楽観シナリオをおくが、両者の特徴に対応していく必要がある。

世界観の設定（シナリオの検討）

主
要
産
業

• グリーンスチール生産の拠点

• スクラップを用いた生産量の拡大

• 水素利用やCCUSの実装

鉄鋼

• ガソリン車の生産に替わ

りEV自動車生産が増加

自動車

• 天然ガスやバイオマス燃料の導入・廃プラ廃ゴムのリサイクルが進む

• 水島コンビナート全体の石油化学基礎製品の生産量維持

化学

自動車生産量増
による鉄鋼需要増

主要産業や関連産業の雇用減による人口の減少・関連サービス（金融・小売りなど）の衰退

地
域
関
連
産
業

化学・製造・プラ製品
石油化学製品を利用する製造業における
競争力低下・コスト上昇・他地域への流出

サプライヤー
自動車部品需要減

金属製品・各種機械
粗鋼を利用する製造業における競争力低下・

コスト上昇・他地域への流出

電力・水素
自動車を利用する産業の衰退

外
部
要
因

政策

• カーボンプライシング等

自然

• 海面上昇/高潮等

技術

• 再エネ/EV/水素/

CCUS等

市場

• サプライチェーンの

情報開示・脱炭素圧力

需要動向

• 脱炭素指向

• ESG投資の高まり

主
要
産
業

• 自動車生産量減少や競争力低下による粗

鋼の生産量減少

鉄鋼

• サプライヤーのEV対応が

整わないためASEANが

拠点となり生産量減少

自動車

• 炭素税導入による石炭価格の上昇等から競争力低下が起こり、石油化学基礎製品の

生産量減少

化学

自動車生産量減
による鉄鋼需要減

悲観シナリオの世界観楽観シナリオの世界観

対応するアプローチ：２ 影響分析・・・p.67~68（※本事例においては産業集積地であることを踏まえ、中長期動向の整理にあたりシナリオを設定）



 中長期での外部環境の変化や想定される世界観を踏まえ、定量及び定性面から地域経済への影響を整理する。
 定量面については、世界観を踏まえ、悲観シナリオにおいて対象産業の生産量が減少した場合の各産業への影響に

ついて産業連関表を用いて評価。水島地区への影響経路を業種ごとに特定。地域産業の生産額や雇用への影響を
明らかにすることで、地域産業へのマクロ的な影響を把握できる。

地域への影響の視点｜定量

港湾運送

機械修理

石炭製品

道路貨物輸送（自家輸送を除く。）

卸売

電力

再生資源回収・加工処理

その他の対事業所サービス

分類不明

沿海・内水面輸送

石油製品

その他の鉱物

その他の無機化学工業製品

自家輸送（旅客自動車）

建設補修

金融

不動産仲介及び賃貸

物品賃貸業（貸自動車業を除く。）

倉庫

他に分類されない会員制団体

自家輸送（貨物自動車）

その他の運輸附帯サービス

通信

情報サービス

自動車整備

保険

その他の窯業・土石製品

廃棄物処理

都市ガス

直接的な生産額への影響は原料の石炭で大きいことが判明

観点 詳細

実施
方法

・
想定

• 産業連関表を利用し、シナリオの想定から諸産業に及ぼす影
響を把握する。

• 具体的には、「乗用車」「粗鋼・銑鉄」「石油化学基礎製品」
それぞれの最終需要の変化により、他の産業にどの程度波及
して影響が生じるのか、定量的に示す。

• 分析では、それぞれの最終需要が30％減少した場合の数値
を算出する。

目的
• 世界観を踏まえ、悲観シナリオにおいて、対象産業の生産量が

減少した場合の各産業への影響（生産額・雇用）を、定量
的に把握。

シナリオ
の

想定

• 楽観シナリオでは「乗用車」「粗鋼・銑鉄」「石油化学基礎製
品」の最終需要が維持され、他産業への影響は生じないとす
る。悲観シナリオでは「乗用車」「粗鋼・銑鉄」「石油化学基礎
製品」の最終需要が30％減少した場合を想定し、他産業へ
の影響を試算する。

地域への影響評価の観点 例）業種による生産額への影響

対応するアプローチ：２ 影響分析・・・p.71



 地域経済への影響の定性分析では、地域全体に生じうる影響を把握することを目的に、過去に同様の事象を経験し
た先進地域の事例を踏まえて整理を行う。

 具体的には、対象産業の主要なバリューチェーン内で生じる影響だけではなく、生産量の減少による雇用及び人口への
影響を総合的に把握する。先進地域の事例調査により、主要産業における生産量の減少が、サービス産業などへ影響
するとともに、若年層を中心に生産年齢人口の他地域への流出により将来の成長力も削がれる経路が想定された。

地域への影響の視点｜定性

対象産業（鉄・化学・自動車）の生産量

関連産業の生産量

生産年齢人口
（特に若年層）

サービス産業への
効果（売上・雇用）

対象産業・関連産
業の雇用環境

バリューチェーン内で生じる影響
（地域に悪影響を与える悲観シナリオの場合）

地域への影響各種設備改修・高効率
化、革新技術の実装

生産年齢人口
ノウハウを持った人材

周辺産業（保守等）
の売上・雇用

対象産業・関連産
業の雇用環境

地域への影響

対象産業（鉄・化学・自動車）の生産量

バリューチェーン内で生じる影響
（地域に好影響を与える楽観シナリオの場合）

地域の影響経路の分析例

事例１）米 ヤングスタウン
• 40～60年代には鉄鋼業により労働者が流入するなど発展。
• 70年代に鉄鋼業が衰退して以降、人口が流出。小売などの周辺産業も衰退。

事例２）米 デトロイト
• 1950年代には自動車産業が繁栄し、労働者が流入。
• 70年代に同産業が衰退、09年リーマンショックによるGMの経営破綻で人口減少が加速。13年デトロイトが財務破綻。

対応するアプローチ：２ 影響分析・・・p.7１



 マクロレベルでの分析に加えて、取引先企業のリスクや機会の把握を目的にセグメント別・企業別の影響分析を実施。
 分析では、企業の売上や費用に及ぼす変化に着目する。売上については対象となる製品・サービスの需要やそれら製

品を部品として製造される最終製品の需要を踏まえて評価をする。費用については、操業関連や開示に係る費用の変
化を踏まえて、評価をする。

セグメント別・企業別影響分析｜考え方

セグメント別・企業別影響分析の評価項目

売上関連

費用関連

評価項目

対象産業に
対する需要

納品先産業や最終製品に対する需要の変化
※自社の製品が最終製品等であれば本項目は除外

将来の納品先産業あるいは最終製品の需
要/生産量
※今回は地域全体分析での定量分析結果を活用し
5段階に分類

対象産業に
対する需要

対象産業・セグメントが製造する製品に対する需要の
変化

将来の対象製品の需要/生産量
（データ等ない場合は定性評価）
※今回は地域全体分析での定量分析結果を活用し
5段階に分類

操業関連の
費用動向

省エネ等脱炭素への移行に伴う費用の変化（CO2
削減に必要な費用）

CO2排出量（原単位評価）

開示等関連の
費用動向

透明性の向上に対する納品先産業の動向
納品先産業あるいは最終製品業界におけ

るサプライヤーへの開示要請の有無
（定性評価）

概要・考え方 指標

対応するアプローチ：２ 影響分析・・・p.74~75



 セグメント別・企業別の影響分析を実施した結果、以下のリスクと機会が明らかとなった。
 悲観シナリオでは、EV化による影響を受ける自動車部品製事業者造及び自動車部品製造向けの金型製造事業者の

リスクが高くなること。
 楽観シナリオでは、EV化に影響を受ける事業者のリスクは高くなる一方で、スクラップ製造事業者やプラント保守関連事

業者にとっての機会は大きくなること。

セグメント別・企業別影響分析｜リスクと機会の評価

1

2

3

4

5

リスク高

機会大/悪影響が少ない

売上

費用

合計セグメント 操業 開示等 費用合計

製品製造 鉄｜鋳造 農機具向け 3 1 4 2.5 2.75

建設器具向け 3 1 2 1.5 2.25

自動車部品製造 EV影響なし 2 3 1 2 2

EV影響あり 1 3 1 2 1.5

EV向け 4 3 1 2 3

農機具部品製造 3 3 4 3.5 3.25

スクラップ製造 （鉄屑＋再生資源回収・加工処理） 5 2 2 2 3.5

機械部品 金型製造 自動車部品製造向け（EV影響なし） 2.5 2 1 1.5 2

自動車部品製造向け（EV影響あり） 2 2 1 1.5 1.75

自動車部品製造向け（EV向け） 3.5 2 1 1.5 2.5

電子・精密機械製造 自動車部品製造向け（EV影響なし） 2.5 4 1 2.5 2.5

（その他電子部品） 自動車部品製造向け（EV影響あり） 2 4 1 2.5 2.25

自動車部品製造向け（EV向け） 3.5 4 1 2.5 3

その他 3 4 3 3.5 3.25

産業機械部品製造 鉄鋼向け 4 3 5 4 4

海運向け 3.5 3 4 3.5 3.5

その他 4 3 3 3 3.5

保守 プラント保守 石油化学向け 5 3 5 4 4.5

（建設補修） 鉄鋼向け 4 3 5 4 4

セグメント別・企業別影響分析の事例（楽観シナリオ）

対応するアプローチ：２ 影響分析・・・p.74~75



 アクションプランの目的は、分析結果をもとに、地域や個別企業へのソリューションを提供することである。
 方法として、まずはプランの概要をインフラ整備と企業の対応それぞれについて導き出した。特に、企業の対応については、

自動車・鉄鋼・プラント保守等業種によってそれぞれソリューションを検討した。
 挙げられたソリューションについて、プランの評価を行い、優先度を導き出した。

アクションプランの検討

啓発

金融支援

マッチング

情報提供・
コンサルテーション

意見集約・調整

金融機関ソリューションの検討

対応事項

課題

ソリューション
ー地域

ー金融機関

詳細検討の観点

現在の
取り組み状況

対応コスト

時間軸

不確実性

金融機関の利益

アクションプランの評価

CO2循環の仕組み

リサイクルに向けた
インフラ構築

インフラ
整備

1

再生可能エネルギーへの
転換に向けたインフラ構築

企業の
対応

2

排出量等の開示の
促進・高度化

燃料・エネルギー転換

事業の再構築

原料・製造プロセス

概要

概要項目ごとに下記を精査

対応するアプローチ：２ 支援の検討・・・p.77~78



 アクションプランを実行するためには、金融機関内で体制構築をするためのリソース確保が必要である。
 実行に至るまでには、大きく対話と支援に分解される。支援内容の目的と実施事項を整理した後、必要なリソースとし

て、知識や情報・連携先とそのための仕組みについて整理した。

体制構築のためのリソース確保

目的

取引先に、金庫としての認
識を伝える。（啓発）

取引先の現状を確認する。

検討・提案した各種支援を
実施する。

大まかな方向性や具体的
な施策について議論する。

対話の結果から、必要な支
援策を検討する。

実施事項

取引先に対し、シナリオ分
析の結果などを説明する。

業種別に重要となる点につ
いて、現状や今後の取組の
認識を確認する。

設備投資、マッチング、情
報提供等（業種等により
異なる）

シナリオ分析の結果と取引
先の現状から、課題を抽出
する。

課題に対する企業としての
対応方法や、それに対する
支援策について、検討・提
案する。

必要なリソース等

•対象業種の上流・下
流企業等SCの動向
•取引先業種における
主な機会・リスクの認
識

啓発・
現状確認

方向性・
支援策の
検討

支援の
実施

•自治体
•他金融機関

•高梁川流域の他金
庫、主要産業と取引
するメガバンク、自治
体等と連携し、知識
を継続的に更新する
仕組み

知識・情報 連携 仕組み

•実施可能な支援策
に関して整理されてい
ること（単独/他機
関との連携含む）

•自治体
•他金融機関

•自治体や他金融機
関等との連携を含
め、想定される課題と
実施可能なメニュー
を継続的に更新する
仕組み

•各種施策の実施・検
討に必要な知識
（後述）

•自治体
•他金融機関

•必要な支援を実施し
ていくための、行内お
よび外部連携の体制
や、継続的な知識・
支援策の獲得してい
く仕組み

支援内容

対話

支援

対応するアプローチ：２ 支援の検討（組織体制を含む）・・・p.77~80



 アクションプランをもとに、情報提供・分析の補強・ニーズ把握を目的として企業との対話を開始する。
 さらに、地域還元の観点を踏まえ、啓発や金融支援、マッチング等、各種施策について、各種主体と連携をするための

土台を構築することを目的として他金融機関への展開・自治体との支援策を実施する。
 本事業での分析を踏まえ、自治体や同地域・他地域の金融機関に対して今後対応を検討できるよう、対話/意見交換

を開始した。

企業との対話や他産業・自治体との連携

企業との対話の概要

対話ツールの目的

脱炭素動向

の情報提供

他産業・自治体との連携の概要

水島地区

他金融機関

取引企業

B社 C社A社

倉敷市シナリオ分析

による

機会・リスク

仮説補強

支援策の

提示による

ニーズ把握

シナリオ分析の共有
（マクロミクロ動向やリスク機会分析）

アクションプラン

の共有
質問やニーズ共有

対応するアプローチ：1, ２ 支援の検討（組織体制を含む）・・・p.60,80
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